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研究成果の概要（和文）： 市区町村および地域メッシュ単位の統計と質問紙調査の結果から、以下の諸点が明
らかとなった。(1)1990年から2010年の間に東京圏の階級・階層構造は、旧中間階級とマニュアル労働者が大幅
に減少し、新中間階級とサービス産業の下層労働者が増加するという2極化の傾向を強めた。(2)この変化は、都
心部で新中間階級と高所得世帯が増加し、周辺部では非正規労働者と低所得世帯が増加するという空間的分極化
を伴っていた。(3)しかし、都心の南西方向では新中間階級比率と所得水準が高く、北東方向では低いという、
東西方向の分極化傾向は維持された。(4)空間的な分極化は住民の政治意識の分極化を伴っていた。

研究成果の概要（英文）：　The following points became clear from the analysis of the regional 
statistics and the results of the questionnaire survey.　(1)Between 1990 and 2010, the class 
structure of the Tokyo metropolitan area tends to be polarized: the old middle class and manual 
workers decrease, and the new middle class and service workers lower workers increase. (2)This 
change was accompanied by spatial polarization, with new middle class and high-income households 
increasing in the central area, and non-regular workers and low-income households increasing in the 
periphery. (3)However, the polarization tendency in the east-west direction was maintained, where 
the  composition ratio of the new middle class and income level was high in the southwest direction 
of the city center and low in the north-east direction. (4) Spatial polarization was accompanied by 
polarization of residents' political consciousness.

研究分野： 社会学

キーワード： 都市分極化　地域間格差　社会－地区分析　階級構造　アンダークラス　主観的健康　社会関係資本　
社会移動

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本では1980年代以降、経済的格差の拡大傾向が続いてきたが、このことが東京圏の都市空間に及ぼした影響
を解明できたことが、最大の成果である。より具体的には、(1)学術的には、都心でのジェントリフィケーショ
ンと周辺部の貧困化という都市分極化が、東京圏において確実に進行していることを、その具体的な空間分布と
ともに明らかにした点、(2)社会的には、格差拡大の進行にともなう都市分極化により、生活困難で問題解決の
手段も乏しい貧困層、とりわけ非正規労働者からなるアンダークラスが都市に集積していることを、その空間的
分布とともに明らかにし、今後の社会政策・都市政策の基礎を提供した点に、大きな意義がある。



１．研究開始当初の背景

日本では 1980 年代以降、急速に経済的・社会的格差が拡大してきたが、この格差拡大は、
個人間・世帯間の、また階級・社会階層間の格差拡大とともに、地域間格差の拡大をともなっ
ていた。地域間格差の拡大は、一部地域での産業の衰退、高齢者比率が極端に高い地域の出現、
貧困層の一部地域への集中などと関連しており、今後、多くの社会問題を発生させると考えら
れる。しかし研究開始当初は、格差に関する研究を中心的に担ってきた階級・階層研究者と、
都市空間について研究する都市社会学者の間に十分な協力関係がなかったことから、こうした
問題についての包括的な研究が行われない状況にあった。

２．研究の目的

以上の背景に鑑み、本研究の目的を、社会学において格差研究の中心を担ってきた階級・社
会階層研究の方法と、都市社会学の社会地区分析の方法を接合することにより、格差拡大の進
行過程を階級・社会階層構造と都市の空間構造の両面から解明するとともに、これが大都市部
に生みだしつつある諸問題の構造を明らかにし、これを通じて問題解決の基礎を提供すること
と設定した。

３．研究の方法

都市社会学で行われてきた社会－地区分析と、質問紙調査による階級・階層研究の方法を接
合することにより、研究目的にアプローチした。具体的には、以下のとおりである。

(1)市区町村単位及び地域メッシュ単位の統計の分析から、各種指標の空間的分布を明らかに
するとともに、各種の地域類型を抽出し、首都圏の空間構造の変化を明らかにする。(2)(1)の
結果をもとに、各地域類型を代表する調査地点を選定し、質問紙調査を行ない、各階級・階層
の特徴を、回答者が居住する地域特性を加味しながら分析する。

４．研究成果

以下の諸点が明らかとなった。
(1)1990 年から 2010 年の間に東京圏の階級・階層構造は、旧中間階級とマニュアル労働者

が大幅に減少し、新中間階級とサービス産業の下層労働者が増加するという 2 極化の傾向を強
めた。

(2)この変化は、都心部で新中間階級と高所得世帯が増加し、周辺部では非正規労働者と低所
得世帯が増加するという空間的分極化を伴っていた。地域メッシュ単位で住民の世帯収入分布
を推定し、1990 年から 2010 年までの変化をみると、全体に所得水準が低下するなかで、都心
周辺のみが所得水準を維持し、かつては所得水準が高かった 20-40km圏の所得水準が大幅に低
下して、都心を頂点とするヒエラルキー構造が生じ
たことが明らかになる。

(3)しかし、都心の南西方向では新中間階級比率と
所得水準が高く、北東方向では低いという、東西方
向の分極化傾向は維持された。

(4)範囲を東京 23 区に絞り、クラスター分析によ
って地域類型を抽出する分析からは、1990 年とほぼ
同じ空間構造が維持されていること、ただし中央ビ
ジネス地帯が湾岸方向と新宿・渋谷方向へとやや拡
大していることが確認された。

図表1 距離圏別にみた⾸都圏の空間構造の変化（1990-2010年）
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(5)空間的な分極化は住民の政治意識の分極化を伴っており、高所得地域の住民は格差を容
認し所得再分配に反対する傾向を示すのに対して、低所得地域に住む人々は反対の傾向を示す。
このことは、都市の分極化が住民の意識を分化させることを通じて、地域間の政治的対立を生
み出す可能性を示唆している。

(6)旧中間階級が減少
し、非正規労働者が増加
したことから、東京圏で
はアンダークラス（パー
ト主婦以外の非正規労働
者）の大規模な集積がみ
られるようになったが、
東京圏のアンダークラス
は全国レベルでみた以上
に、他の階級との所得格
差が大きく、下層性が強
い。また社会的に孤立す
る傾向、抑うつ傾向が強
いなど、多くの問題を抱
えており、今後の都市政
策に大きな課題を投げか
ける存在となっている(図
表 3)。
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ほとんど酒を飲まない 17.3% 29.3% 31.3% 39.6% 34.7%
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出典)2016年⾸都圏調査データより算出。20-69歳。
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